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平成２３年１１月２１日

平成23年度第３次補正予算等に係る国土交通省所管事業の執行における

入札・契約業務等の円滑な実施について

平成23年度第３次補正予算等に係る国土交通省所管事業の執行については、平成2

3年11月21日付け国会公第146号により事務次官から各地方整備局長等あて通知され

ているところであるが、このうち記２．に掲げる入札・契約手続の実施については、

東日本大震災からの早期の復旧・復興等を図るため、下記に定めるところによるこ

ととする。

記

１．総合評価落札方式における提出資料の簡素化等の実施については、「総合評価落

札方式における提出資料の簡素化等について」（平成21年４月23日付け国地契第７

号、国官技第21号、国営計第21号）、「総合評価落札方式における資料の簡素化等

について」（平成21年５月12日付け国港総第141-２号、国港技第９-２号）、「総合

評価落札方式における提出資料の簡素化等について」（平成21年５月18日付け国空

予管第215号、国空技企第20号）又は「総合評価落札方式における提出資料の簡素

化等について」（平成21年5月28日付け北開局工管第53号)（以下「簡素化通達」と

いう。）に定める手続により実施すること。なお、対象工事の選定にあたっては、

簡素化通達記１．に定めるところによるほか、過去の受注状況等を勘案し、受注

者が偏る恐れのある工事においては、適用しないこととする。

また、受注者の偏りや新規参入者に配慮するため、評価項目として、「国土交通

省直轄工事における品質確保促進ガイドラインについて」（平成17年９月30日付け

国地契第78号、国官技第129号、国営計第82号）、「港湾空港等工事における品質

確保促進ガイドラインについて」（平成17年10月27日付け国港総第263号、国港技

第145号）、「「航空局直轄工事における品質確保促進ガイドライン」の制定につい

て」（平成17年12月20日付け国空予管第546号、国空建第140号）又は「国土交通省

直轄工事における品質確保促進ガイドラインについて（通知）」（平成17年10月28

日付け北開局工管第157号）の別添中３－４の例示にある「企業の手持ち工事量」

に係る項目を、必要に応じて設定すること。
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国営計第８５号－２

国 港 総 第 ４ ９ ０ 号

国 港 技 第 １ ０ ３ 号

国空予管第２２０号－１

国空交企第２４１号－２

国空安保第２７４号

国 北 予 第 ２ ５ 号
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